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要
領

合計 1583社 436社 27.5%
依頼先数 回答数 回答率

製造業 355社 120社 33.8%

建設業 287社 74社 25.8%

卸売業 284社 75社 26.4%

小売業 253社
依頼先数 回答数 回答率

55社 21.7%

不動産業 118社 36社 30.5%

サービス業 286社 76社 26.6%
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業
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資
金
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り
D
I
・
人
手
過
不
足
D
I

資金繰りDIは▲9.6（前期▲6.5）で悪化、人手過不足DIは
▲38.5（前期▲39.3）で「不足」超となりました。来期は資金
繰りＤＩが横ばい。人手過不足DIは「不足」超の見通しです。

10
年
間
の
推
移（
価
格
D
I
）

価格は仕入価格DIが51.2（前期54.0）でほぼ横ばい、販売
価格DIが23.6（前期27.4）でやや低下しました。来期は仕
入価格DIがやや低下、販売価格DIは横ばいの見通しです。

10
年
間
の
推
移（
業
況
D
I
）

業
況
Ｄ
Ｉ
の
推
移

全業種の業況DIは▲11.7（前期▲2.5）で悪化しました。
内訳は製造業が▲18.3（前期▲5.7）非製造業が▲9.1
（前期▲1.3）となっています。来期は横ばいの見通しです。

売
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D
I
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収
益
D
I（
前
期
比
）

売上額DIは▲8.9（前期6.5）で大幅に悪化、収益DIも
▲13.8（前期3.4）で大幅に悪化となりました。来期は売
上額DI、収益DI共にやや改善の見通しです。

10
年
間
の
推
移（
業
況
D
I
）

売
上
額
・
収
益
Ｄ
Ｉ（
前
期
比
）

売
上
額
D
I
は
横
ば
い
、

収
益
D
I
は
や
や
悪
化

経
営
上
の
問
題
点

人
手
不
足
に
加
え

材
料
価
格
の
上
昇
が
課
題

資
金
繰
り
Ｄ
Ｉ

資
金
繰
り
D
I
は
や
や
改
善

価
格
D
I

材
料
価
格
D
I
は
ほ
ぼ
横
ば
い
、

請
負
価
格
D
I
は
や
や
低
下

10
年
間
の
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）

調査時点／2025年2月12日～3月6日
調査依頼先／当庫取引先
調査方法／郵送調査
調査対象期間／［今期］2025年1月～3月
　　　　　　　［前期］2024年10月～12月
　　　　　　　［来期］2025年4月～6月
分析方法／「増加」(上昇)したとする企業の
占める構成比と、「減少」(下降)したとする企
業の構成比との差（DI）により分析を行った。
※DI：Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）
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43.3

今回のアンケート調査は、企業のコスト負担が厳しさを増し、個人消費や設備投資の回復が鈍い状
況下で実施いたしました。今期の全業種業況DIは▲11.7の前期比9.2ポイントマイナスとなり、全
体の業況判断としては悪化となりました。小売業や不動産業の業況については持ち直しの動きが見
られましたが、卸売業が大幅に悪化したほか、製造業についても悪化しました。建設業については関
西万博の開催を控え好調に推移しておりましたが、今期から来期にかけては減速の動きが見られま
す。政府は賃上げの促進や中小企業支援を進めていますが、景気の本格的な回復には時間を要す
る見通しです。また、１月に就任したトランプ大統領の関税政策の見直しにより、日本の輸出産業へ
の影響が懸念されています。今後は、米国の通商政策や国内物価動向に注視し、コスト増や市場
環境の変化に適応する対応力が求められます。
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お客様の声
●売上が減少しているが、社員が
１名減少したため利益は確保して
いる。今後売上が増加すれば増員の
必要がある。（摂津市 紙管製造業）
●当社は小規模ながら特殊な製品
のためあまり景気に左右されない。
（川西市 機械部品製造業）
●売上は変わらないが賃金は引上げる必
要があり困っている。（尼崎市 建具製造業）
●原材料である海苔が高騰しており収
益を圧迫している。得意先との価格交渉
がポイントとなる。（大阪市 海苔製造業）
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29.3

29.3

29.3

45.3

お客様の声

●昨年に比べ売上、利益率共に
上昇している。技術レベルの向
上を目指していく。
（大阪市 建設コンサルタント業）

●人材がなかなか集まらない。
（尼崎市 美容業）

●景気の動向に大きく左右さ
れる可能性がある。
（西宮市 美術館運営等）

お客様の声

40
（％）

20

0

－20

－40

－60

売上額

収益

2022年 2023年
12月 12月 12月3月 6月3月

2024年 2025年
3月9月 9月 9月6月 6月 6月3月

2022年 2023年
12月 12月 12月3月 6月3月

2024年 2025年
3月9月 9月 9月6月 6月 6月3月

2022年 2023年
12月 12月 12月3月 6月3月

2024年 2025年
3月9月 9月 9月6月 6月 6月3月

2022年 2023年
12月 12月 12月3月 6月3月

2024年 2025年
3月9月 9月 9月6月 6月 6月3月

2022年 2023年
12月 12月 12月3月 6月3月

2024年 2025年
3月9月 9月 9月6月 6月 6月3月

2022年 2023年
12月 12月 12月3月 6月3月

2024年 2025年
3月9月 9月 9月6月 6月 6月3月

▲
見
通
し

●金地金の高騰により記念品・贈
答品などが予算オーバーで減少し
ている。（大阪市 貴金属販売）

●周辺の企業が時給を上げるた
め、人材が集まらず困っている。
（宝塚市 食料品販売）

●SDGｓ、脱炭素推進の流れの中
で原料である食用廃油の奪い合い
となっており確保と維持が課題。
仕入価格の上昇により利益確保が
難しく客数増加を目指していく。
（茨木市 油脂加工卸売業）

お客様の声

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

収益

料金価格

－12.0 6.7

9.3

－12.0

－21.8
－21.8

－11.8

　



中小企業における人手不足が深刻化する中で、企業が競争力を維持し、持続的な成長を実現するためには、生産性の向上が不可欠であります。
現在、政府や地方自治体により設備投資に対する補助金や減税など様々な支援策が講じられています。設備投資は景気動向や業界の状況と
密接に関係しており、経済環境を踏まえた意思決定が重要となります。今回は中小企業の設備投資に関する状況や今後の計画についてアン
ケートを実施いたしました。

中小企業の設備投資に関する動向調査

調査時期／2025年2月12日～3月6日　　調査対象企業数／1583社　　有効回答数／425社　　有効回答率／26.8％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
貴社は今後３年間における
新規設備投資の予定はありますか。　※1つ選択

また「予定している」と回答された方は
どのような設備の導入を検討していますか。　※最大2つ選択

Q2
Q１で「予定していない」と回答された方は、
その主な要因についてお答えください。

Q3
貴社が設備投資を検討する際に最も重視する
項目についてお答えください。　※1つ選択

貴社にとって設備投資を後押しする要因として
どのようなものが考えられますか。　※最大2つ選択Q4

特別
調 査
2

Q5
設備投資を行う際に、貴社が取引金融機関に求める支援策についてお答えください。　※最大2つ選択

特別
調 査
1

近年、海外市場の動向や国際情勢の変化が、中小企業の事業運営にさまざまな影響を及ぼしています。また、人手不足の解消や拡大の
ために外国人人材の採用を検討・導入する企業も増えています。今回のアンケートでは、こうした海外情勢や外国人との関わりが企業の経営
や業務にどのような影響を与えているかについて、アンケートを実施いたしました。

外国人・海外情勢と中小企業

調査時期／2025年2月12日～3月6日　　調査対象企業数／1583社　　有効回答数／419社　　有効回答率／26.5％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
昨今貴社を取り巻く事業環境や地域社会の
中で、外国の方と接触する機会がコロナ前の
水準に戻っているという実感はありますか。　

また、外国とのかかわりの中で今後ビジネスチャンスを
増やしたいという意向はありますか。　※1つ選択

Q2

Q3
貴社では、売上全体に占める外国人（旅行客を
含む）、もしくは外国企業向けの売上げ（輸出を
含む）はどれくらいですか。　※1つ選択 Q4

貴社では、外国人労働者を雇用していますか。
雇用している場合は、従業員全体に占める外国人労働者
の割合をお答えください。
雇用していない場合は、外国人労働者を雇用していない
理由をお答えください。　※1つ選択

Q2

40％～50％
0.5%

受入負担（就労環境整備、
育成コスト等）が重い 16.8%

雇用の方法が分からない、
行政手続きの負担が重い
4.9%

30％～40％
1.0%

20％～30％
2.2%

50％以上
0.2%

人材が不足している 5.0%
資金面で余裕がない 7.0%

0 20 40 60

コロナ前を上回っている

コロナ前とほぼ同水準

コロナ前を下回っている

わからない

32.5%
4.1%

14.1%

49.4%

どちらかというとある

どちらかというとない

まったくない

わからない

21.8%

大いにある 6.5%
20.3%

21.6%

0 20 40

29.8%

28.4%
売上の
３ヵ月以上

17.0%
０％以上
２％未満

14.3%
４％以上
６％未満

7.1%

今後の業績
見通しが
不透明

7.1%

賃上げに見合う
価格転嫁が
できてない

23.1%
２％以上
４％未満

６％以上
 6.4%

売上の低迷や伸び悩み 5.7%
同業や同地域内の
他社が上げていない 1.7%

Q5
貴社では、人材定着などに向けて、2025年中に賃金（定期昇給分除く、賞与や一時金除く）の引上げを
実施（実施予定を含む）しますか。引上げる場合はその賃金引上げ率についてお答えください。
また、引上げない場合は引上げなかった理由についてお答えください。　※1つ選択

【引上げ】

【外国向けの取り組みを行っている】

【外国人労働者を雇用している】 【外国人労働者を雇用していない】

【外国向けの取り組みを行っていない】

【引上げない】

9.8%
これまでに賃金を
引上げ済

7.9%

自社に従業員は
いない

（家族経営など）

生産量・売上拡大

省力化・合理化

研究開発・試作品開発

更新・維持・老朽化

その他

0 10 20 30 40

※最大2つ選択

予定している

予定していない

事業で使用する車両

機械設備の新設、増設

機械設備の修理、更新

DX関連の設備

その他

事業で使用する土地や建物
（店舗、工場など）

既に導入済であり
当面必要ない

0 20 40 60

0 20 40 60

38.8%
50.6%

10.6%

28.0%
39.6%

34.8%
34.8%

12.2%
6.7%

32.3%

29.6%
18.7%
6.1%

8.5%

19.7%

11.3%

6.6%

8.5%

7.0%

10.8%

28.2%

8.8%

30.7%

10.2%

1.2%

7.8%

4.4%

取引先・市場・顧客要請
への対応

新製品・新規事業・
新サービス

長期的な受注見通し

設備の取得が安価

財務基盤の安定

優遇税制の活用

補助金の活用

その他

0 20 40 60 80

その他

0 20 40 60 80

62.3%

補助金や税制の情報提供

54.4%
金利優遇措置の提供や

融資枠の拡大

32.2%
融資手続きの

簡素化やスピード化

28.4%

設備投資計画の
作成支援 10.7%

リース会社との
連携支援や紹介 9.5%

その他 
9.5%導入設備の使用に関する

技術指導者等の人材紹介 1.5%

経営改善や生産性向上に向けた
支援やアドバイス 7.5%

現状の設備で
適正水準を満たしている

今後の景気悪化に備えて
手元資金を蓄えている

設備投資のための
資金調達の見通しが立たない

導入設備の価格が
高騰している

借入金利が上昇している

人手不足により導入した
設備に対応できない

63.4%

10％未満

14.8%

外国向けの
売上はない

78.9% 50％以上
0.7%

40％～50％
0.0%

30％～40％
0.7%

20％～30％
1.2%

10％～20％
3.6%

10％未満

12.9%
10％～20％

5.8%

特別
設問

貴社では、外国向けの売上げを増加させるための取り組
みを行っていますか。行っている企業は、特に行っている
取り組みについてお答えください。行っていない企業は、
行っていない理由をお答えください。　※1つ選択　

※1つ選択

人手が
充足しており
必要ない

33.8%

コミニュケーション
などで

心配がある

21.9%

海外拠点の
設置・強化
1.2%

その他 0.5%

ネットや
広告による
情報発信

4.5% 営業力の強化

4.0%

製品・商品・
サービス面の
開発強化

3.5% 国内だけで
十分な
売上げがある

42.6%何をすれば
いいのか
わからない

18.2%

その他

13.5%


